
資料名 対象章 項番① 項番② 項番③ 区分 理由

1 住民記録シス

テム標準仕様

書

第３章　機能

要件

８ 標準オプ

ション機能

8.2 特別永

住者

8.2.1 更新異動者リスト及

び案内作成

【考え方・理由】

中核市市長会ひな形に付記

この機能については出入国在留管

理庁から通知が出ていることもあり、

不要という意見もあったが、特別永

住者に係る事務は住民基本台帳事

務と密接した事務であること等により

構成員から強い要望があったこと、市

区町村窓口への来庁勧奨案内とし

ての送付が考えられることから、標準

オプション機能とする。

指定都市においては、作業の効率

化の観点から、更新異動者リストを

行政区単位で分割できることとする。

特定特別永住者証明書の交付年

月日及び有効期限は、統合端末に

おいて確認することができることから、

特定特別永住者証明書を保有する

特別永住者について更新異動者リ

スト及び案内作成に関する機能は

不要とする。

【考え方・理由】

中核市市長会ひな形に付記

この機能については出入国在留管

理庁から通知が出ていることもあり、

不要という意見もあったが、特別永

住者に係る事務は住民基本台帳事

務と密接した事務であること等により

構成員から強い要望があったこと、市

区町村窓口への来庁勧奨案内とし

ての送付が考えられることから、標準

オプション機能とする。

指定都市においては、作業の効率

化の観点から、更新異動者リストを

行政区単位で分割できることとする。

尚、特定特別永住者証明書につい

て、更新案内は機構からの通知とな

る。よって、更新異動者リスト及び案

内作成に関する機能は不要とする。

外部機関

への対応

特定特別永住者証明書の交付年月日及び有効

期限を統合端末で確認できることは、更新案内機

能の実装不要理由とはなりません。

特定特別永住者証明書は、特別永住者証明書と

個人番号カードが一体化したものです。個人番号

カードの切替通知は機構（J-LIS）からの発送にな

ると想定しております。そのため、特定特別永住者証

明書の更新異動者リスト及び案内作成は不要と記

載頂くのが適切と考えます。

要対応 ご指摘のとおり、統合端末における交付年月日及び

有効期限の確認可否については当該機能に関係し

た内容ではないことから、以下箇所については削除す

る。

「特定特別永住者証明書の交付年月日及び有効

期限は、統合端末において確認することができること

から、」

2 住民記録シス

テム標準仕様

書

第３章　機能

要件

８ 標準オプ

ション機能

8.2 特別永

住者

8.2.1 更新異動者リスト及

び案内作成

「特定特別永住者証明書を保有す

る特別永住者について更新異動者

リスト及び案内作成に関する機能は

不要とする。」と記載がある。

変更なし

この項目について仕様書の文言につ

いての意見はないが、実装する上で

機能の追加が必要と考えられる。

システム

上の理由

特別永住者証明書と特定特別永住者証明書で、

更新異動者リスト及び案内作成の有無の運用が変

わることから、どちらのカードを保持しているかの区分

の管理が必要ではないか。

対応なし 当該ご意見については対応なし。

特定特別永住者証明書を保有する者において更新

異動者リスト及び案内作成の運用の有無については

変更がなく、当該【考え方・理由】の追記については

別途特定特別永住者証明書を保持している者に

限った更新リスト及び案内の作成についてを指してい

た。ただし、誤解を生む記載内容になっていたことも踏

まえ、以下に修文する。

「特定特別永住者証明書を保有する特別永住者の

みを記載したについて更新異動者リスト及び案内を

別途作成するに関する機能は不要とする。」

3 住民記録シス

テム標準仕様

書

第３章　機能

要件

８ 標準オプ

ション機能

8.2 特別永

住者

8.2.1 更新異動者リスト及

び案内作成

「特定特別永住者証明書の交付年

月日及び有効期限は、統合端末に

おいて確認することができることか

ら、・・・」と記載されていますが、これ

は住民記録システムでは交付年月

日および有効期限は管理しないこと

を意味するのでしょうか。

※「1.1.2 外国人住民データの管

理」の【標準オプション機能】に、「特

別永住者証明書交付年月日

（4.5.7 参照）」および「特別永住

者証明書有効期限（8.2.1 参

照）」の記載がありますが、この記載

は維持されるのでしょうか。

－ システム

上の理由

【標準オプション機能】として維持されるのかどうかを

明確にしたいため。

対応なし 当該ご意見については対応なし。

特別永住者証明書の交付年月日・有効期限を管

理する機能は従前の整理のまま【標準オプション機

能】となるため、当該項目の管理機能は維持される。

理由修正後
修正案、ご意見の理由

最終方針

No

意見詳細

対象資料
修正前 対応



資料名 対象章 項番① 項番② 項番③ 区分 理由
理由修正後

修正案、ご意見の理由

最終方針

No

意見詳細

対象資料
修正前 対応

4 住民記録シス

テム標準仕様

書

第３章　機能

要件

８ 標準オプ

ション機能

8.2 特別永

住者

8.2.1 更新異動者リスト及

び案内作成

【考え方・理由】

特定特別永住者証明書の交付年

月日及び有効期限は、統合端末に

おいて確認することができることから、

特定特別永住者証明書を保有する

特別永住者について更新異動者リ

スト及び案内作成に関する機能は

不要とする。

【考え方・理由】

（追加部分の削除）

住民サー

ビスの向

上

本市では、、特別永住者に係る事務は住民基本台

帳事務と密接した事務であることから、特別永住者

に対する更新勧奨の事務を行っています。特定特別

永住者証明書を保有する特別永住者が対象から

外されることで事務が煩雑になることが懸念されま

す。

一方、考え方で、機能を不要とする。とされても、こ

れまでの【実装必須機能】【実装不可機能】【標準

オプション機能】の考え方から乖離しており、きちんと

【実装不可機能】又は【標準オプション機能】の機能

要件として記述していただかないと機能要件としてど

うか議論することができません。

住民記録システムで機能を不要とするのであれば、

統合端末から案内作成が行えるようになるのか等、

総務省、デジタル庁の想定する事務を示していただ

かないと業務的にも検討することができません。

対応なし 当該ご意見については対応なし。

特定特別永住者証明書を保有する者において更新

異動者リスト及び案内作成の運用の有無について従

前と変更はない。個人番号カードの切替通知は機構

（J-LIS）からの発送になると想定されるため、別途

特定特別永住者証明書を保持している者に限った

更新リスト及び案内の作成について、機能を設ける

対応はしない。

5 住民記録シス

テム標準仕様

書

第３章　機能

要件

８ 標準オプ

ション機能

8.2 特別永

住者

8.2.1 更新異動者リスト及

び案内作成

システム

上の理由

今回の変更内容の前提となっている「特定特別永

住者証明書については、統合端末において交付年

月日等が管理され、住民記録システムでは管理しな

い」について、再検討いただけないか。

8.2.2 申請受理処理で【標準オプション機能】の特

別永住者証明書有効期間更新申請書及び特別

永住者証明書再交付申請書の出力時、「現在の

特別永住者証明書の有効期限」欄の印字に、住

民記録システムで管理している有効期限を使用して

いる。

通常の特別永住者証明書同様、特定特別永住者

証明書についても住民記録システムで交付年月日

等の管理を行うことで、統合端末から有効期限を引

用するといった不要なシステム改修作業の抑制にな

ると思われる。

対応なし 当該ご意見については対応なし。

別途特定特別永住者証明書を保持している者に

限った機能を設ける想定はないといった趣旨であり、

特定特別永住者証明書を保有する者においても、

特別永住者証明書の交付年月日を管理することは

差し支えない。

6 住民記録シス

テム標準仕様

書

第３章　機能

要件

10 共通 10.8 CSV形

式のデータの

取込

ー CSV形式に変換した在留カード及び

特別永住者証明書並びに特定在

留カード及び特定特別永住者証明

書のICチップ内にある券面情報を取

り込み、1.1.2（外国人住民データ

の管理）に規定する項目のうち、当

該CSVデータに該当する項目に自

動入力ができること。

「ICチップ内にある券面情報を・・」を

「ICチップ内にある券面情報及び記

録事項を・・・」に修正。

業務精度

の向上

「券面情報」内に「在留期間」情報が含まれていな

いことにより、住民記録システムでの異動処理時に

「在留期間」を手動入力する必要が発生することが

想定される。それに伴う入力誤りや業務効率の観点

から「在留期間」を含んだ在留カードの「記録事項」

をデータ項目に含めることが良いと考えます。

要対応 ご指摘のとおり、在留カード等のICチップ内にある券

面情報には在留期間情報が含まれていないことか

ら、入力誤りや業務効率を目的として、在留期間を

含んだ在留カード等の記録事項について、自動入力

できることを標準オプション機能とする。

なお、修正後については以下のとおりとする。

「CSV形式に変換した在留カード及び特別永住者

証明書並びに特定在留カード及び特定特別永住者

証明書のICチップ内にある券面情報及び記録事項

を取り込み、1.1.2（外国人住民データの管理）に

規定する項目のうち、当該CSVデータに該当する項

目に自動入力ができること。」

※№7～11については、非公表の内容が含まれることから非公開とする。


